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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第32期
第３四半期
連結累計期間

第33期
第３四半期
連結累計期間

第32期

会計期間
自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日

自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日

自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日

売上高 (千円) 2,480,808 2,562,274 3,251,826

経常利益 (千円) 9,847 145,901 48,579

四半期(当期)純利益 (千円) 29,124 59,858 56,470

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 11,342 23,532 43,671

純資産額 (千円) 4,018,213 3,926,995 4,050,355

総資産額 (千円) 5,024,048 4,929,738 4,942,488

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 5.70 12.08 11.07

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 80.0 79.7 82.0

　

回次
第32期
第３四半期
連結会計期間

第33期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日

自  平成23年10月１日
至  平成23年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 3.00 4.94

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第32期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」(企

業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

　
２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社は、検査装置事業を会社分割し、新設会社であるナビタスビ

ジョンソリューション株式会社へ承継いたしました。この結果、平成23年12月31日現在の当社の企業集団

は、当社と連結子会社３社により構成されております。

なお、事業の内容については、重要な変更はありません。　
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。　

　　なお、重要事象等は存在しておりません。　

　
２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等は行われておりません。

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）経営成績の分析

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災や長期化する円高の影響により、個人

消費は回復の兆しを見せているものの、企業の設備投資は低水準で推移しております。また、海外におい

ては、中国をはじめアジア諸国の景気は拡大しているものの、欧州の信用不安や米国経済の回復の遅れに

加え、恒久化する円高により世界経済の先行きは予断を許さない状況で推移しております。

　このような状況の下、国内の主要取引先業界については、当社の製品を稼働させる為に必要不可欠な関

連商品の拡販活動を通して、各々のお客様へのより細かなサービス提供の推進を強化しつつ、市場価格を

見据えたコストダウンの推進と共に更なる固定費の削減を強力に推し進めてまいりました。また、国内の

連結子会社は特定の業界に集中した販売戦略により、その業績は順調に推移し、中国の連結子会社におい

てもその業績は順調に推移しました。

　その結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は、前年同四半期と比較して3.3%増の25億62百万円とな

りました。また、利益面におきましては、営業利益は１億33百万円（前年同四半期は１百万円）、経常利益

は１億45百万円（前年同四半期は９百万円）となり、平成23年12月２日付けで公布された法人税率引き

下げに関連する法改正に伴う繰延税金資産の取り崩し等の影響は受けましたが、四半期純利益は59百万

円（前年同四半期は29百万円）となりました。

　
（2）財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末と比較して12百万円減少し、49億29

百万円となりました。これは主として現金及び預金が１億38百万円、原材料及び貯蔵品が22百万円増加

し、仕掛品が64百万円、建物及び構築物が25百万円、投資有価証券が51百万円、投資その他の資産（その

他）が27百万円それぞれ減少したことによるものであります。

　負債は、前連結会計年度末と比較して１億10百万円増加し、10億２百万円となりました。これは主として

支払手形及び買掛金が80百万円、未払法人税が40百万円増加したことによるものであります。

　純資産は、前連結会計年度末と比較して１億23百万円減少し、39億26百万円となりました。これは主とし

てその他有価証券評価差額金が34百万円減少し、自己株式を72百万円取得したことによるものでありま

す。

　これらの結果、自己資本比率は、前連結会計年度末と比較して2.3ポイント減少し、79.7％となりました。
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（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内

容等（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりです。

当社は、特定株主グループの議決権割合を20％以上とすることを目的とする当社株式等の買付行為、又

は結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる当社株式等の買付行為（市場取引、公開

買付等の具体的な買付方法の如何を問いませんが、予め当社の取締役会が同意した者による買付行為を

除きます。以下、かかる買付行為を「大規模買付行為」といい、かかる買付行為を行う者を「大規模買付

者」といいます。）に対する対応方針（以下「本方針」といいます。）を導入しております。

①本方針に対する基本的な考え方

当社取締役会は、株式の大規模買付等であっても、企業価値・株主共同の利益に資するものであれ

ば、これを一概に否定するものではありません。株式会社の支配権の移転を伴う買収提案に対する判断

は、最終的に当社株式を保有する当社株主の皆様に委ねられるべきものであると考えます。

　もっとも、大規模買付行為がなされた場合、株主の皆様に当該行為の是非及び株式継続保有の是非を

ご判断いただくためには、当社取締役会及び大規模買付者双方から株主の皆様に適切かつ十分な情報

が提供されることが不可欠です。大規模買付行為による当社及び当社グループへの影響、大規模買付者

が当社の経営に参画した場合の経営方針や事業計画の内容、大規模買付行為に関する当社取締役会の

意見等は、株主の皆様に大規模買付行為の是非や株式継続保有の是非をご判断いただく際の重要な判

断材料になるものと存じます。

これらを考慮し、当社取締役会は、大規模買付行為に関しては、大規模買付者から事前に株主の皆様

の判断のために必要かつ十分な大規模買付行為に関する情報が提供される機会を確保し、かかる情報

が提供された後、速やかに大規模買付行為の是非を検討して、独立の外部専門家等の助言を受けながら

意見を形成し、公表する所存でおります。さらに、必要と認めれば、大規模買付者の提案の改善について

の交渉や当社取締役会としての株主の皆様に対する代替案の提示も行います。

かかるプロセスを経ることにより、当社株主の皆様には当社取締役会の意見を参考にしつつ、大規模

買付者の提案と（代替案が当社取締役会から提示された場合には）その代替案をご検討いただくこと

が可能となり、最終的な応否を適切に決定していただけることとなります。

　当社取締役会は、大規模買付行為が上記の意見を具現化した一定の合理的なルールに従って行われる

ことが、企業価値・株主共同の利益に合致すると考え、事前の情報提供に関する一定のルール（以下

「大規模買付ルール」といいます。）を設定することといたしました。

②大規模買付ルールの概要

　イ．情報の提供

当社取締役会が設定する大規模買付ルールとは　①事前に大規模買付者が当社取締役会に対

して必要かつ十分な情報を提供し　②当社取締役会による一定の評価期間が経過した後に大規

模買付行為を開始する、というものです。

　具体的には、まず、大規模買付者には、当社代表取締役宛に大規模買付者の名称、住所、設立準拠

法、代表者の氏名、国内連絡先及び提案する大規模買付行為の概要を明示した大規模買付ルール

に従う旨の意向表明をご提出いただいたうえで、当社取締役会に対して、当社株主の皆様の判断

及び当社取締役会としての意見形成のための必要かつ十分な情報（以下「本必要情報」といい

ます。）を提供していただきます。

　当社取締役会は、意向表明受領後10営業日以内に、大規模買付者から当初提供いただくべき本

必要情報のリストを当該大規模買付者に交付します。当初提供いただいた情報を精査した結果、

それだけでは不十分と認められる場合には、当社取締役会は、大規模買付者に対して本必要情報

が揃うまで追加的に情報提供を求めます。

　本必要情報の具体的内容は、大規模買付者の属性及び大規模買付行為の内容によって異なりま

すが、一般的な項目は以下のとおりです。
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ａ．大規模買付行為及びそのグループ（共同保有者、準共同保有者、特別関係者及び（ファン

ドの場合は）各組合員その他の構成員を含みます。）の概要（大規模買付者の事業内

容、資本構成、当社及び当社グループの事業と同種の事業についての経験等に関する情

報を含みます。）

ｂ．大規模買付行為の目的及び内容（買付等の対価の価額・種類、買付等の時期、関連する取

引の仕組み、買付等の方法の適法性、買付等及び関連する取引の実現可能性等を含みま

す。）

ｃ．当社株式の取得対価の算定根拠及び取得資金の裏付け（資金の提供者（実質的提供者を

含みます。）の具体的名称、調達方法、関連する取引の内容を含みます。）

ｄ．当社及び当社グループの経営に参画した後に想定している経営者候補（当社及び当社グ

ループの事業と同種の事業についての経験等に関する情報を含みます。）、経営方針、事

業計画、財務計画、資本政策、配当政策、資産活用策等（以下「買付後経営方針等」とい

います。）

ｅ．当社及び当社グループの取引先、顧客、従業員等のステークホルダーと当社及び当社グ

ループとの関係に関し、大規模買付行為完了後に予定する変更の有無及びその内容

なお、大規模買付行為の提案があった事実及び当社取締役会に提供された本必要情報は、当社

株主の皆様の判断のために必要であると認められる場合には、当社取締役会が適切と判断する

時点で、その全部又は一部を開示します。

　ロ．取締役会による評価期間

次に、当社取締役会は、大規模買付行為の評価等の難易度に応じ、大規模買付者が当社取締役

会に対し本必要情報の提供を完了した後、60日間（対価を現金（円貨）のみとする公開買付に

よる当社全株式の買付の場合）又は90日間（その他の大規模買付行為の場合）を取締役会によ

る評価・検討・交渉、取締役会としての意見形成及び取締役会による代替案立案のための期間

（以下「取締役会評価期間」といいます。）とし、その期間内に大規模買付行為についての取締

役会としての意見を形成します。大規模買付行為は、取締役会評価期間の経過後にのみ開始され

るものとします。

取締役会評価期間中、当社取締役会は、独立委員会に諮問し、また、必要に応じて外部専門家等

の助言を受けながら、提供された本必要情報を十分に評価・検討し、独立委員会からの勧告を最

大限尊重したうえで、当社取締役会としての意見を慎重にとりまとめ、公表します。また、必要に

応じ、大規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件改善について交渉し、当社取締役会と

して当社株主の皆様に対し代替案を提示することもあります。なお、当社取締役会は、本必要情

報の提供が完了した場合には、速やかにその旨及び取締役会評価期間が満了する日を公表いた

します。

　ハ．独立委員会の設置

大規模買付ルールにおいて、大規模買付者が当社取締役会に提供すべき情報の範囲、大規模買

付者が大規模買付ルールを遵守したか否か、大規模買付行為が企業価値・株主共同の利益を著

しく損なうか否か及び対抗処置をとるか否か等の検討及び判断については、その客観性、公正さ

及び合理性を担保するため、当社は取締役会から独立した組織として、独立委員会を設置いたし

ます。独立委員会の構成員、当社の業務執行を行う経営陣及び対象買付者からの独立性が高い有

識者３名以上とします（あらかじめ候補者を定めますが、当社取締役会が経営陣及び対象買付

者からの独立性が低いと判断した場合は、候補者を変更するか、候補者以外から独立委員会を選

任することがあります）。当社取締役会は、前述の事項の検討及び判断をなすに際して、かかる

独立委員会に必ず諮問することとし、独立委員会は、諮問を受けた事項について勧告するものと

します。
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独立委員会は、その判断の合理性・客観性を高めるために必要に応じ、当社の費用で当社経営

陣から独立した第三者（ファイナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタン

トその他の専門家を含む。）の助言を得ることが出来るものとします。また、当社の取締役、監査

役、従業員等に独立委員会への出席を要求し、必要な情報について説明を求める等、当社取締役

会から諮問を受けた事項について審議及び決議し、その決議の内容に基づいて、当社取締役会に

対して勧告を行います。

当社取締役会は、独立委員会による勧告を最大限尊重し、対抗処置の発動又は不発動につき速

やかに決議を行うものとします。当社取締役会の決定に際しては、独立委員会による勧告を最大

限尊重し、かつ必ずこのような独立委員会の勧告手続きを経なければならないものとすること

により、当社取締役会の判断の客観性、公正さ及び合理性を確保しています。また、当社取締役会

の決定に際しては、当社監査役の意見も尊重したうえで決定することにより、当社取締役会の判

断の客観性、公正さ及び合理性を担保しています。

③大規模買付行為がなされた場合の対応

　イ．大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、当社取締役会は、仮に当該大規模買付

行為に反対であったとしても、原則として当該大規模買付行為に対する対抗処置はとりません

（当該買付提案についての反対意見の表明、代替案の提示等をすることはございます）。

　大規模買付者の買付提案に応じるか否かは、当社株主の皆様において、当該買付提案及び当社

が提示する当該買付提案に対する意見、代替案等をご考慮のうえ、ご判断いただくことになりま

す。

　もっとも、大規模買付ルールが遵守されている場合であっても、外部専門家等の意見も参考に

し、監査役の意見も十分尊重し、独立委員会の勧告を最大限に尊重したうえで、当該大規模買付

行為が当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうと認められる場合であると、当社取締

役会が判断したときには、当社取締役会は当社株主の皆様の利益を守るために適切と考える方

策を取ることがあります。

　ロ．大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しなかった場合

大規模買付者により、大規模買付ルールが遵守されなかった場合には、具体的な買付方法の如

何にかかわらず、当社取締役会は、当社の企業価値・株主共同の利益を守ることを目的とし、新

株予約権の発行等、会社法その他の法律及び当社の定款が認める対抗処置をとり、大規模買付行

為に対抗する場合があります。大規模買付者が大規模買付ルールを遵守したか否か及び対抗処

置の発動の適否は、外部専門家等の意見も参考にし、また、監査役の意見も十分に尊重したうえ

で、独立委員会の勧告を最大限尊重し、当社取締役会が決定します。具体的にいかなる手段を講

じるかについては、その時点で最も適切と当社取締役会が判断したものを選択することとしま

す。

　
（4）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は28百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありませ

ん。

　

（5）従業員数

提出会社の状況

当第３四半期累計期間において、従業員数が前期末と比較して、16名減少しております。

これは主として検査装置事業を会社分割し、新設会社であるナビタスビジョンソリューション株式会社

へ承継したことに伴うものであります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 15,780,000

計 15,780,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成23年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成24年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,722,500 5,722,500
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数は1,000株であ
ります。

計 5,722,500 5,722,500― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年10月１日～
平成23年12月31日

― 5,722,500 ― 1,075,400 ― 942,600

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成23年９月30日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成23年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

919,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

4,757,000
4,757 ―

単元未満株式
普通株式

46,500
― ―

発行済株式総数 5,722,500― ―

総株主の議決権 ― 4,757 ―

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には当社所有の自己株式45株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成23年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
　ナビタス株式会社

大阪府堺市堺区石津北町
９番１号

919,000　　　　― 919,000 16.06

計 ― 919,000　　　　― 919,000 16.06

(注)  当第３四半期会計期間末の自己株式数は、919,145株であります。

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成23年10月１日

から平成23年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年12月31日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,343,508 1,482,474

受取手形及び売掛金 ※
 908,139

※
 914,188

商品及び製品 96,804 108,083

仕掛品 301,877 236,940

原材料及び貯蔵品 116,894 139,371

その他 79,506 70,641

貸倒引当金 △1,543 △1,337

流動資産合計 2,845,186 2,950,362

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 600,748 575,287

土地 1,027,570 1,027,570

その他（純額） 49,876 42,326

有形固定資産合計 1,678,195 1,645,184

無形固定資産 12,461 7,094

投資その他の資産

投資有価証券 292,084 240,129

その他 115,906 88,503

貸倒引当金 △1,346 △1,536

投資その他の資産合計 406,645 327,097

固定資産合計 2,097,302 1,979,376

資産合計 4,942,488 4,929,738
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 659,214 739,809

未払法人税等 13,935 54,386

未払消費税等 11,714 7,298

賞与引当金 20,467 8,247

その他 90,722 96,510

流動負債合計 796,055 906,252

固定負債

退職給付引当金 39,033 33,395

役員退職慰労引当金 57,044 63,095

固定負債合計 96,077 96,490

負債合計 892,132 1,002,743

純資産の部

株主資本

資本金 1,075,400 1,075,400

資本剰余金 942,600 942,600

利益剰余金 2,269,372 2,255,157

自己株式 △233,575 △306,394

株主資本合計 4,053,796 3,966,762

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 3,217 △31,167

為替換算調整勘定 △6,658 △8,599

その他の包括利益累計額合計 △3,440 △39,766

純資産合計 4,050,355 3,926,995

負債純資産合計 4,942,488 4,929,738
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

売上高 2,480,808 2,562,274

売上原価 1,913,914 1,849,166

売上総利益 566,894 713,107

販売費及び一般管理費 565,613 579,260

営業利益 1,280 133,847

営業外収益

受取利息 272 89

受取配当金 14,589 10,259

受取賃貸料 10,189 8,690

その他 1,954 2,236

営業外収益合計 27,006 21,274

営業外費用

支払利息 645 78

為替差損 17,376 7,425

その他 417 1,716

営業外費用合計 18,439 9,220

経常利益 9,847 145,901

特別利益

投資有価証券売却益 － 232

貸倒引当金戻入額 1,117 －

保険解約返戻金 35,242 －

特別利益合計 36,360 232

特別損失

工具器具備品除却損 8 80

投資有価証券評価損 851 2,152

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 770 －

特別損失合計 1,630 2,232

税金等調整前四半期純利益 44,577 143,901

法人税等 15,452 84,042

少数株主損益調整前四半期純利益 29,124 59,858

四半期純利益 29,124 59,858
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 29,124 59,858

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △11,844 △34,385

為替換算調整勘定 △5,937 △1,940

その他の包括利益合計 △17,782 △36,325

四半期包括利益 11,342 23,532

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 11,342 23,532

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【継続企業の前提に関する事項】

当第３四半期連結会計期間(自  平成23年10月１日  至  平成23年12月31日)

該当事項はありません。

　
【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

　連結の範囲の重要な変更

第１四半期連結会計期間より、新たに設立したナビタスビジョンソリューション株式会社を連結の範囲に含め

ております。

　
【会計方針の変更等】

当第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

該当事項はありません。

　
【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日 至　平成23年12月31日)

税金費用の計算

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純

利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。

　ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税

率を使用する方法によっております。

　
【追加情報】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）　

　第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

　
（法人税率の変更等による影響）

　「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律

第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」

（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人

税率の引き下げ及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負

債の計算に使用する法定実効税率は従来の40.69％から、平成24年４月１日に開始する連結会計年度から平成26年４

月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異等については38.01％に、平成27年４月１日に開始する

連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異等については35.64％となります。また、欠損金の繰越控除制度が平

成24年４月１日以後に開始する連結会計年度から繰越控除前所得金額の100分の80相当額が控除限度額とされるこ

とになりました。

  これらの税率の変更及び欠損金の繰越控除制度の変更に伴い、繰延税金資産が18,035千円減少し、法人税等調整額

が18,035千円増加しております。　
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度末
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年12月31日)

 ※ 　　　　　　　　　　― ※　四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもって決済処理しておりま

す。なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機

関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末

日満期手形が四半期連結会計期間末残高に含まれ

ております。

  受取手形　　　　　　　　　　　73,680千円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであり

ます。
　

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

減価償却費 57,729千円 42,917千円

　

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日
定時株主総会

普通株式 38,496 7.5平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金

平成22年11月５日
取締役会

普通株式 38,056 7.5平成22年９月30日 平成22年12月９日 利益剰余金

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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当第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 38,047 7.5平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金

平成23年11月４日
取締役会

普通株式 36,025 7.5平成23年９月30日 平成23年12月８日 利益剰余金

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社及び連結子会社の事業は、印刷機器関連の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 ５円70 銭 12円08銭

    (算定上の基礎) 　 　

    四半期純利益金額(千円) 29,124 59,858

    普通株主に帰属しない金額 － －

    普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 29,124 59,858

    普通株式の期中平均株式数(株) 5,107,622 4,955,411

(注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

第33期（平成23年４月１日から平成24年３月31日まで)中間配当については、平成23年11月４日開催の取

締役会において、平成23年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行う

ことを決議いたしました。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　36,025千円　　　

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　７円50銭　　　

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　平成23年12月８日　　　
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年２月10日

ナビタス株式会社

取締役会  御中

　

　
新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　吉　田　敏　宏　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　笹　山　直　孝　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているナビ
タス株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平
成23年10月１日から平成23年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年12
月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連
結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ナビタス株式会社及び連結子会社の平成23年
12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示してい
ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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